
２０１５年６月５日 
日本共産党玉野市議団 議会報告 
℡31-7337 FAX31-7338  
玉野市宇野3-24-11 

 無料法律相談のご案内 
 

 日時 ６月２０日(土) 受付午後1時～2時まで                       

  場所 サンライフ玉野（文化センター前/2階） 

 弁護士が相談に応じます。受付時間は１時～２時までですが、相談時間は相談者

数に応じて、午後３時から４時頃までおこなっています。 

交通事故、サラ金、相続、不動産、労働問題など、お気軽にご相談下さい。 

なお、当日は共産党市議団による市政・生活相談もおこなっています。 

 

   共催 日本共産党玉野市議団 

        市議 西渕大助 ℡33-0051  市議 松田達雄 ℡81-2329 

市民病院の指定管理(民営化)ストップ ! 
  公設公営の自治体病院でこそ、安心できる地域医療が━ 

 またも指定管理者探しを 

 玉野市民病院の指定管理予定者・若葉会が

指定管理者を辞退して以後、市民や患者、病

院職員から「病院はこれからどうなるの

か･･･」、「小児科は無くなるの･･･」などの

声があがり、大きな不安と混乱が生じ、入

院・外来患者は減少し、病院経営は大変な事

態に陥っています。ところが、６月３日開催

の厚生委員会では、状況説明に出席した梶田

市民病院事業管理局長は、「市長は水面下で

新たな指定管理者さがしに動いている」と答

弁。小児科医師の確保問題では岡大医局への

要請は「電話でのやり取り」だけとの報告で

した。 

 市長は、指定管理者辞退による混乱と、診

療体制の弱体化等による病院経営悪化の責任

を明確に表明せず、市長・副市長が「指定管

理者さがし」に奔走していること、小児科診

療の継続に向けて、十分な努力をしていない

ことが明らかになりました。 

小児科診療の維持に全力を 
 いまの事態を早期に収拾し、市民が安心できる

診療体制を確立するためには、失敗した「公立病

院つぶし」の民営化方針を改め、公設公営の自治

体病院として、市長が全責任を持って病院の立て

直しを図ることが重要です。市長が、小児科医の

維持確保を含め、岡大医局、玉野市医師会との協

力・信頼関係の構築に全力をあげること、また市

民病院の現ドクターや看護師等に謝罪し、経営立

て直しのため、協力を要請し、相互理解と信頼関

係をつくりあげることが求められています。 



再度の指定管理では、病院衰退は必至 

  市民の願いに応えるため、直営で病院改革・再生を 

 黒田市長は、議会本会議で「公設民営によ

る民営化によって、診療体制を充実し、経営

改善を図り、市民の満足度を高めることがで

きる」という主旨の発言を何度も行い、アン

ケート等で市民の声を聞くことなく、拙速に

民営化をすすめ、目当てとした指定管理者の

辞退によって失敗。市民病院の診療体制は大

きく後退し、その結果、経営不振の大赤字で

す。一般会計からの繰入金増大は必至です。 

 県内の笠岡、井原市民病院などの類似病院

と比較しても、決して、最悪のひどい経営状

況ではなかったにもかかわらず、民営化バラ

色論で推し進めた強引な指定管理移行の失敗

で発生した大赤字と診療体制弱体化など、市

長の責任は極めて重大です。 

 再度の「指定管理者さがし」で、いっそう

キズを大きくし、病院を衰退させ、行き着く

先は「市民病院つぶしの道」となります。 

 格差拡大と超高齢社会、さらに全国的に地

域医療が崩壊の危機に瀕しているからこそ、

「地域住民の生命と健康

を守る」ことを最大の使

命とする公設公営の自治

体病院でこそ、地域医療

を守ることができるので

はないでしょうか。 

全国の指定管理病院の６割以上が赤字 
 赤字補てんの基準外繰入は１億７千万円も 
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 全国の公立病院のうち、利用料金制を

採用する指定管理者病院は５１病院あり

ますが、そのうち、３３病院が赤字経営

です。また、自治体から基準外繰入金は

平均で１病院当たり１億７千万円(２４

年度実績)も補てんしています。 

 ちなみに玉野市民病院の基準外繰入金

は年約８千万円ほどですから、指定管理

で民間医療法人に運営移行しても、経営

改善される保障はありません。 

国保料の引き下げは十分に可能 ! 

  ６月３日に開催された厚生委員会で

は、国保料等を協議する国民健康保険

運営協議会において、国保料を昨年度

と同額の保険料率とする答申がなされ

たとの報告がありました。 

 国保会計は、平成２６年度決算見込

みでは実質単年度収支で約１千４百万

円の黒字、黒字繰越金は５億７千万

円、基金と合わせ５億９千万円もため

込んでいます。松田議員は、国から

「保険者支援制度の拡充策」で国保へ

の財政支援があること、保険給付費の

伸び率を高く見込み過ぎていることな

どを指摘し、一世帯約８千円、総額で

７千万円程度の国保料引下げは十分で

きると主張。しかし、他の議員は市長

の提案通りに賛成し、保険料引き下げ

には反対の態度でした。市長提案には

オール賛成議会の在り方が問われてい

ます。 


